On the Base of Commercial Profit by 加藤 義忠 & Kato Yoshitada
商業利潤の根拠について
その他のタイトル On the Base of Commercial Profit
著者 加藤 義忠
雑誌名 關西大學商學論集
巻 17
号 3
ページ 163-184
発行年 1972-10-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00021418
(163) 1 
商業利潤の根拠について
加藤義忠
はじめに
筆者は拙稿「商業資本の『資本論』体系における位置と商業資本の本質に
(1) (2) 
ついて」と「商業資本の自立化の必然性について」において， 日高普氏の
「経済原論」の一構成要素としての商業資本論のうち，前々稿においては，
第一に，商業資本論の『資本論』体系上の論理的位置についてと，第二に，
商業資本の本質について，という二つの論点に対象を限定して，また，前稲
においては，商業資本の自立化について，という論点に対象を限定して，検
討をこころみた。さて，本稿においては，筆者は氏の見解のうちの最後の第
四番目の論点，すなわち，商業利潤の根拠について，に対象を限定して検討
をこころみたい。
そして，このような氏の主張の検討を通して，第一に，宇野シューレによ
って『資本論』のうちの商業利潤論が，具体的にいかなる形態をとって歪曲・
修正されているかを分析することと，第二に，宇野シューレによって提起さ
れた問題にたいして解答を与えることによって，マルクスの『資本論』にお
ける商業利潤論の諸規定の正当性を再認識し，同時に，マルクス主義的商業
利潤論の理論的内実をいっそう深化，豊富化するという以上二つの課題を達
成することを目的とする。
(1)関大，『商学論集』，第17巻第1号。
(2)同誌，第17巻第2号。
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では，さっそく本論に入っていくことにしたいが，氏の所説の検討の前に，
まず，商業利潤の根拠にかんするマルクスの規定について，分析しておこう。
(1) 商業利潤の根拠にかんするマルクスの規定
商業資本にたいして平均利潤が付与される根拠は，商品価値の実現（商品
資本から貨幣資本への姿態変換）という社会的，客観的な機能を果たすこと
にある。つまり， 「商品資本は，商人が貨幣資本を前貸しすることによって，
商品取扱資本として一つの独自な種類の資本という形態をとる。そしてこの
貨幣資本が資本として増殖され資本として機能するのは，ただそれがもっぱ
ら商品資本の変態，商品資本の商品資本としての機能，すなわち商品資本の
貨幣への転化を媒介することに携わるということだけにもとづくものであっ
て，それはこの媒介を商品の不断の売買によって行なうのである。これはこ
(3) 
の貨幣資本の専有の操作である」。いいかえれば，「商業資本はただ価値の実
現という自己の機能によってのみ，再生産過程で資本として機能するのであ
り，したがってまた，機能する資本として，総資本によって創造された剰余
(4) 
価値から分け前を引きだすのである」。
これは商業資本一般，とくに，商品買取資本にかんする商業利潤の根拠で
あるが，このことは純粋流通費用，すなわち，売買操作資本にも基本的にあ
てはまる。つまり，それは商業資本の自立化にもとづく流通期間と流通費用
の節約の効果によるのではなくて，商品買取りにあてられる資本と同じよう
に社会的・客観的機能にもとづいて分与されるのである。そして，この機能
は商品価値実現の達成のための諸操作，すなわち，売買操作・商業労働であ
る。つまり， 「商人自身の労働時間や労働は，すでに生産されている剰余価
(3) K. Marx, Das Kapital, Dietz Verlag, Berlin, 1964,][.Bd., S. 285．，訳．マル
クス，『資本論』， ④,大月書店普及版， 343頁，（以下，原書，訳本はすべてこの
版をもちいることにする）。
(4) Ebenda, SS. 304-5.，訳，同， 397頁。
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値の分けまえを彼のためにつくりだす……この資本種類が資本として機能す
るのは，産業資本のように他人の労働を動かすことによるのでなく，それ自
身が労働するということ，すなわち売買の機能を果たすということによるの
であって，ただそうすることの代償としてのみ，ただそうすることによって
(5) 
のみ，産業資本が生産した剰余価値の一部分を手に移す」ことができる。
売買そのものは売買操作によって実現されるが，しかし，これは売買操作
のたんなるくりかえし，無規定的遂行によってではなく，売買操作が一定の
価値実現という目的に規定されたときはじめて実現されるものである。しか
も，この売買そのものと売買操作はその性格をことにする。つまり，売買そ
のものは価値実現そのもの，いいかえれば，資本の商品形態から貨幣形態へ
の転化であり，これは商品買取資本の果たす機能であるが，これにたいして，
売買操作は価値実現のための操作であり，これは売買操作資本（純粋流通費
用）の果たす機能である。
このように商品買取資本，および，売買操作資本を含めた商業資本は売買
操作の遂行によって，価値実現を達成するのであるが，これが商業資本の果
たす社会的・客観的機能であり，そしてこの機能にもとづいて商業利潤が分
与されるのである。
(2) 商業利潤の根拠と商業資本の自立化の根拠について
以上が商業利潤の根拠にたいするマルクスの見解であるが，氏はこれにた
(6) 
いして「商業資本の『困難』な問題」においては，次のように基本的に正し
い見解を示された。 「商業資本はこの流通過程，とくに W'-G'のある部分
を引受ける。売買の機能を果たすのであり， 『まさにそれに対しそれによっ
てだけ，産業資本によって生みだされた剰余価値の一部分を譲りうける』こ
(5) Ebenda, S. 305.，訳，同， 368頁。
(6)鈴木鴻一郎編，『マルクス経済学の研究』，上巻，所収，東大出版会， 1968.9。
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(7) 
とができるのである」。 氏がこのような見解にとどまられるかぎり，筆者は
これにたいして全く異論はないが，しかし，その後氏は次のように自己の主
張を「発展」される。 「商業資本は個々の産業資本の特定の回転から解放さ
れ，全体的にみた商品の販売期間を短縮することがで送る。この販売期間の
短縮が，産業資本の利潤率の上昇に役立つことはいうまでもない。だから商
(8) 
業資本は産業資本から剰余価値の一部を利潤として与えられるのである」。
しかも，この商業利潤は自己資本にたいしてのみ与えられるといわれる。「つ
まり商品購入費用を自己資本としてもっていなくても，商業資本の役割は十
分に果たすことができるのである。もちろん，自己資本で商品を購入したか
らといって，それで悪いわけではないが，販売を促進する機能をもつものが
もっぱら流通費用であるとすれば，商品購入に投下した商業資本の自己資本
は商業資本として何の意味ももっていないことになる。いや，商業資本が現
金で仕入れれば，商業資本に商品を売る産業資本は予備資本の必要から解放
されるのではないか，という意見があるかもしれない。けれども産業資本は，
その分だけより多い剰余価値を商業資本の利潤として分け与えなければなら
(9) 
ない，という点では，この意見は成りたたないのである」。
このような氏の主張の「発展」にたいしては疑義をさしはさまざるをえな
い。まず，第一に，このような主張は宇野シューレに共通のものであるが，
結論的にいって商業資本の自立化の根拠と商業利潤の根拠という，その性格
の根本的にことなるものを同一視するという点に，重大な誤りがある。
商業資本による利潤率上昇は商業資本の自立化の根拠ではあっても，商業
利潤の根拠ではない。つまり，この商業利潤の根拠は商業資本の果たす商品
価値実現という客観的・社会的機能にあるが，これにたいして，商業資本の
自立化は剰余価値の増大化という資本の内的本性に根ざすものであり，それ
(7)同， 340頁。
(8)日高普，「商業資本の自立化」，法政大，『経済志林』，第36巻第4号，1968.12,24頁。
(9)同， 27-9頁。
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が資本間の社会的分業という形態をとって具体化したものである。したがっ
て，商業資本の自立化は剰余価値の量的拡大にかんすることであるが，これ
にたいして，商業利潤は一定の剰余価値量を前提として，それを資本の社会
的機能にもとづいて分配することにかんすることである。このように両者は
性格のことなる問題であり，したがって，氏のように両者を混同することは
決して許されないことである。
また，第二の問題は氏が商業利潤は自己資本のみにあたえられるといわれ
る点にある。
氏は商品が信用で販売されたばあい，産業資本はそれだけ多くの利潤を得
ることがで言るであろうといわれるが，しかし，これは商業利潤は自己資本
(10) 
にたいしてのみ与えられるという R・ヒルファディング流の誤りである。つ
まり，商業資本にたいする平均利潤は自己資本，他人資本にかかわらず，商
業資本の果たす価値実現という機能にもとづいて与えられるのであって，他
人資本も同じようにその機能を行なうか苔り，ひとしく乎均利潤を付与され
るのである。このばあい，これは他人資本であるので平均利潤の一部を貨幣
所有者に利子として支払わなければならず，そして，その残額が企業者利得
として商業資本家の手に入るのである。このような貨幣資本の貸借関係は産
業資本が貨幣資本を借入れたばあいと同じものであり，しかも，これは商業
資本の価値実現という機能にもとづいて付与される商業利潤には全く無関係
なものである。
(10)参照。 「産業資本家の利潤は総資本に懸っており，資本が産業資本家のものであ
るか彼に貸されたものであるかには全くかかわりがない。それが生産資本だからで
ある。商人の利潤は，現実に充用される資本だけに懸る。なぜならば，この資本は
生産資本ではなく，貨幣資本および商品資本の機能を果すだけだからである。信用
はここでは単なる所有の区分，したがってまた利潤の分割を意味するのではなく，
資本の絶対的減少を，したがってまた，商人階級に割当てられるべ吾，産業資本家
からこれに支払われるべ訂利潤の絶対的減少を意味する」。 （訳，岡崎次郎，『金融
資本論』，中，岩波書店， 65頁）。
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しかも，もし，流通費用も借金でまかなわれたばあい，氏の論理では商業
利潤はゼロということになろうが，これは全くナンセンスな結論である。
(3) 純粋流通費用の利潤の根拠（いわゆる流通費用
の資本化）について
氏は，一方では，宇野氏がいわゆる流通費用の資本化は産業資本が自ら
売買する段階では行なわれないとする根拠の一つとして，流通費用の追加支
出は生産資本の追加とはならず，したがって剰余価値の生産に関係しないこ
(11) (12) (13) 
とをあげられる点にたいする森下二次也，山口重克両氏の批判に，いちおう
賛同の意を表わされる。 「この山口氏の論旨はしとくもっともであり，しか
も山口氏のいうように『この点をはじめて明確にされたのは，ほかならぬ宇
野教授自身であった』のだから，正直のところ，なぜ宇野氏がこうした山口
氏の見解と異なった理解を主張するのか，十分納得することはできない。利
潤といえども生産資本が形成する剰余価値なしにはありえないことは，森下
氏も山口氏も，そしておそらくマルクス経済学を学ぶすべてのものにとって
異論がないであろう。けれどもそれを根拠にして，生産資本は資本たりうる
(11)参照。 「しかしまた商業資本にとって100の商品買入資本と50の流通費用とが．
共に資本の投下として一様に考えられるからといって，産業資本にも同様の関係を
想定してよいであろうか。個々の資本にとってはそうかも知れないが，少なくとも
一般的に産業資本にとっては．そうはいえないのではないか。前者は流通期間によ
る生産過程の中断に対する追加資本をなすものであって，流通費用には相違ないが．
生産資本の追加をなすものであるのに対して，後者は全く流通自体のために要する
費用である。それはむしろ個別的に異なる費用として個々の資本の剰余価値から控
除せられる性質を有すると同時に．一般に生産資本の追加をなすものとはならない
のではないか」。（「商業資本と商業利澗」，『マルクス経済学原理論の研究』，岩波書
店，昭34.6,初版）。
(12)参照。 「商業資本と商業利潤にかんする宇野教授の所説について」，『現代商業経
済論』，有斐閣，昭35.11,初版， 183ー7頁。
(13)参照。「商業資本と商業利潤」，日，『電気通信大学学報』，第16号， 1964.8,90-4頁。
商業利潤の根拠について（加藤） (169) 7 
が流通費用は資本たりえなといっても，だれも納得はしまい。それにもかか
わらず，どうして宇野氏はこのような主張をくり返すのだろうか。それは一
(14) 
つの謎である」。
この点の宇野氏批判にかんするかぎり，筆者も基本的に同意見であるが，
しかし，氏は，他方で，産業資本が自ら売買する段階で「流通費用の資本化」
がなされないとする宇野氏の別の根拠，すなわち，純粋流通費用は個別，偶
(15) 
然的であるということにたいして賛同され，しかも，宇野氏のこのような主
張をきわめて「好意的」に解釈され，そして，この費用は個別資本的には資
本であるが，しかし，社会的には平均利潤率の形成には参加しないとする氏
の独自的見解を展開される。氏は，まず，次のようにいわれる。 「宇野氏は，
産業資本における流通費用が，個別資本的には資本とされ利潤を求めるもの
として， 『一般的に』 『全体としては』そうではないというのである。……
けれどもそう理解したからといって，疑問がまったく残らないわけではない。
『利潤』というのは本来，個別資本的概念ではなかろうか。個別資本的に資
本としてとりあつかい，利潤を与えられたら，それですべてであって，それ
とは別に，個別資本的にはどうであろうとも， 『一般的』 『全体として』資
本とはならない，利潤を与えられないということは，どういう意味があるの
だろうか。個別資本としては，およそ資本として支出したものいっさいを投
(14)日高普，「商業資本の理論」，『経済志林』，第37巻第1号， 1969.1,65頁。
(15)参照。純粋流通費用は「むろん個別的に異る費用として個々の資本の剰余価値か
ら控除せられる性質を有すると同時に，一般に生産資本の追加をなすものとはなら
ないのではないか」。（前掲論文， 264頁）。 「個々の産業資本が商業資本にたよらな
いで，自らその商品の売買をなすとすれば＿ここではなおかかる抽象的考察をな
さざるを得ないのであるが一一流通費用は当然種々雑多な条件のもとに，偶然的な，
個別的な相違を示すことになるし，したがってまた個々の資本家はかかる費用を剰
余価値から控除するとしても，そこには一般的基準となるものはない。それは一般
的に規定することの出吾ないものといわなければならない」。（『経済原論』，下巻，
岩波書店，昭27.3,初版， 18頁）。
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下資本に算入するであろう。……つまり利潤を与えられないような投下資本
(16) 
は個別資本にとって無意味となり，だれもそれをしないであろう」。
このように宇野氏の主張は産業資本が自ら売買する段階では，流通費用は
個別資本的には利潤を与えられるが，しかし，社会的には平均利潤を与えら
れないということであると解釈され，これにたいして，当面は批判的ポーズ
をとられる。ところが，氏の論理の展開のなかで，結局的に，かつて氏自身
が否定された宇野氏と同じ内容の主張に到達されるのである。氏は純粋流通
費用と社会実体的な流通費用（運送，保管費用など）を比較されつつ，つき中
のように結論づけられる。 「純粋な流通費用としておこなわれる業務は，ぁ
らゆる社会に共通なものではなく，商品経済に特有なものにしかす吾ないた
め，価値をも剰余価値をも形成するものではない。……流通費用が必ず，利
潤をともなって回収されるということを意味しない。そこが商品価格の上昇
によって費用を回収するばあいとの，決定的なちがいをなす。……販売費用
の支出が，その元金と利潤とを回収しうるほど販売を促進で送るかどうかは，
売買過程，商品形態に特有な過程にかかっており，直接には社会実体的な原
則とかかわりをもたない。技術的条件がまったく同一の諸資本からなる部門
を前提としても，なおかつ販売の促進がどのくらい円滑にいっているかとい
うちがいは残り，それによる利潤率のちがいが残るのである。それははたし
て，販売費用の使用方法における技術的なちがいを根拠にしているのだとい
ってすませることができるだろうか。…•••生産物が直接の生産者の手から直
接の消費者の手に引渡されるということは，どんな社会にも欠くべからざる
ものであるが， その引渡しが商品売買の形態をとり，商品の『命がけの飛
躍』を必要とするということは，特殊歴史的なものである。商品形態だけを
とるならば，商品の売買が当事者の合意によって，しかも合意だけによって
おこなわれるか苔り，個別的，偶然的な面をまぬかれない。それに『客観的
(16)日高普，「商業資本の理論」， 67-8頁。
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規準』を与えるのは，あらゆる社会に欠くことのできない原則を実現せざる
をえないということであって，商品形態が社会実体的なものを包むのに応じ
て規準が形成されるのである。このようにして商品価格が，偶然的な面をも
ちながらもそれを貫いて規準が形成されるのであるが，商品の流通期間の方
はそうでない。商品経済の無政府性が，資本の循環における流通過程に集中
的にあらわれるわけである。だから販売費用にかぎらず，純粋の流通費用は
すべて規準を欠くものと考えなければならない。供給不足をみこしての商品
の投機的な買占めと保管とが，それに要する費用を平均利潤を含めて回収で
きるかどうかは，何ら規準はない。平均利潤よりもはるかに大きい利潤を得
ることもあるであろうし，利潤はおろか保管費用さえ回収できないというこ
ともあるであろう。このような純粋の流通費用の性格を考えれば，産業資本
における販売費用が，個別資本的に資本とされ，利潤を生むべき元金と考え
(17) 
られたとしても，利潤率の均等化に参加しないことは明らかであろう」。
以上のような氏の見解にたいして次のような疑義をさしはさまざるをえな
(18) 
ぃ。
(17)同， 70-5頁。
(18)日高氏は生産過程は技術的水準があるのにたいして，流通過程にはそれがなく，
したがって，産業資本の利潤は「確定的」であるのにたいして，商業資本の利潤は
「不確定的」といわれる。これにたいして，宇野シューレの一人である山口重克氏
はつぎのように批判される。 ‘ 
技術的決定の有無は、使用価値の生産過程と・「価値関係の現実化の過程としての
個々の資本の流通過程」とを対比したかぎりでの相違であろう。この点にかんする
かぎり，日高氏の言われる通りである。しかし，流通過程という「不確定性」を外
部におしだすことによって，産業資本相互間で利潤率が均等化され，一般的利潤率
が形成されるとする氏の主張はおかしい。つまり， 「これでは，商業資本は資本家
的商品経済の原理の外にあるということにもなりかねない」（「商業資本と銀行資
本」．⇔,新潟大，『法経論集』，第17巻，第1, 2合併号， 16頁）。 一般的利潤率の
形成を明らかにするにさいしては． 「個々の流通過程の『不確定性』が商業資本の
独立によって消極化されることがのちに論証されうることをいわば先取りして，流
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その疑義は，第一に，氏が商品の売買は個別的，偶然的であり，それが社
会実体的なものをつかむことによって「客観的規準」をもつようになるが．
しかし，商品の流通期間はそうではないといわれる点と，第二に，純粋の流
通費用は個別的，偶然的で客観的基準に欠け，したがって，個別資本的には
資本となるけれども，社会的には平均利潤率の形成に参加しえないといわれ
る点にある。
まず，第一の点から検討しよう。もちろん，個別の売買は資本制的商品生
産という無政府的な生産関係に規定されて，生産された商品は必ずしも価値
実現されないという意味で，偶然的，個別的である。そして，これは商品生産
の内在する根本的矛盾であるが，しかし，このことから商品の流通期間は個
別的，偶然的で平均化されない，と結論づけることはできない。つまり，商
通過程の『不確定性』を抽象して．一般的利潤率の形成が論証されるのである。そ
うでなければ，かかる一般的利潤率の形成の展開にさいしての方法は恣意的な方法
というほかないことになろう」（同， 16頁）。 もっとも；商業資本は流通過程の「不
確定性」を全面的に「確定化」するものではない。ここに商業資本の機能の一つの
限界があり，この「不確定性」をさらに「確定化」するために信用関係の展開が要
請される。
しかし，日高氏のように商業資本の利澗率には均等化の「条件」は全く欠けている
といえようか，否である。 「商業資本では，産業資本が自ら流通過程を担当する場
合と異なり，・流通上の諸費用は，個々の生産過程の使用価値的な制約から解放され
た．いわば流動的な資本として投下されるのであり，一定の資本投下が一定の利潤
をもたらす点に技術的な決定闘係こそないとはいえ，一定の資本投下が一定の利潤
をもたらさなければ，そのような資本投下は容易に移動しうるというその運動形態
の独自性によって，その利潤は『確定的』になりうるのである」（同， 20頁）。 しか
も． 「このように商業資本のもとでは流通上の諸費用も平均利潤を取得しうるもの
という点は産業資本が自ら支出する流通上の諸費用の場合と決定ー的に異なる点であ
る」（同， 21頁）。
また，商業資本は直接に使用価値の生産に関係しない。しかし，流通過程は資本
による使用価値の生産にとって必然的なモメントであり，しかも， 「流通過程の促
進のための費用への資本配分は，間接的にではあるが，生産過程を促進し，使用価
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品の生産過程も資本制的生産関係に規定されるという意味で，無計画的，無
政府的であり，したがって，偶然的，個別的であるにもかかわらず，個別的産
業資本の特別利潤をめぐる競争に媒介されて，各部門ととに社会的，平均的
な生産期間というものが形成されるが，これと同じように，流通過程も資本
制的生産関係に規定され，無政府的，偶然的，個別的であるにもかかわらず，
産業資本が自ら売買する段階では，個別的産業資本の流通期間の短縮競争に
媒介されて各商品こ＂とに社会的，平均的な流通期間が形成される。いいかえ
れば，流通期間の偶然性，個別性は資本制的生産関係に規定されるものでは
あるが，しかし，この流通期間をくりかえされる過程としてとらえたばあい，
この期間は客観的に商品種類および一定の販売技術に規定され，個別資本の
競争を通して平均化されるのである。
値の生産の増大にも寄与するのである。そしてこのような使用価値の生産との一定
の関連を根拠にして，流通上の諸費用も資本として剰余価値の一部を要求するので
ある」（同， 21~2頁）。したがって，流通過程における社会的な資本配分にも，当然
一定の量的基準があり，この一定基準への資本配分は「より高い利潤率を求める資
本移動」（同， 22頁）を通して行なわれる。 しかし， 「それは商業資本相互の競争
のみによっては確定されない。••…•利潤率の騰落を通しながら，生産過程との関連
においていわば事後的に基準を獲得せざるをえないわけであるが，しかしまたその
か苔りで流通上の諸費用の平均利潤への参与も，社会的な生産力水準と一定の関連
をもつのであるといってよい。いいかえれば，このような生産過程との関連が商業
資本の独自な運動形態によって確保されることによって，商業資本の利潤は均等化
するのであり，この点で商業資本は前期的商人資本とは決定的に異なるのである。
日高教授による『商業資本の利潤率の不確定性』の主張は，商業資本と商人資本と
のかかる相違を不明確にするものといわなければならない」（同． 22頁）。 したがっ
て．「以上のように；商業資本においては，流通上の諸費用は平均利潤に参与する
のであり，その意味で流通上の諸費用は社会的な客観性を獲得することになるわけ
であるが，商業資本の分化独立の原理的意義は，……必ずしもこの点にあるわけで
はない。これは選択的な媒介によるいわば部分的客観化にすぎず，その積極的意義
は，むしろかかる選択的な媒介を通して産業資本そのものの利潤率の均等化を促進
している点にあるのである。その点で商業資本は信用制度ないし銀行資本と内面的
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もう少しふえんしよう。個々の売買は偶然的であるが，しかし，これを全
体的関連でとらえ，しかも継起的過程としてみた場合，この流通期間は社会
的に客観的，平均的，必然的なものになる。そして，これを実現，媒介する
のが，個々の資本間の競争である。すなわち，同一の生産部門の同一種類の
商品を販売するばあい，販売条件（販売技術）を一定とすれば，各産業資本
の流通期間は個別資本相互の流通期間短縮競争の結果として，社会的に平均
化され，したがって， 「流通資本」 （流通期間中の生産継続のための貨幣準
備，あるいは，商品資本）と純粋流通費用の大きさも社会的に平均的なもの
になる。この種の関係は，生産資本の大きさが資本間競争によって平均化さ
れることと，基本的に全く同じものである。
このように流通期間が客観的基準を形成するのは流通期間をめぐる個別資
に連関のある機能をはたしながら異なった役割を有するものであり，したがってそ
の点で信用制度ないし銀行資本と対比されることによって，その原理的規定とその
体系上の位置が確定されなければならないと考えられるのである」。（同， 23頁）。
以上が山口氏の日高説批判である。氏が日高氏のこの点の主張に誤りがあるとい
われる点では，私と全く同じである。しかし，批判の視点は全くことなる。どのよ
うにことなるかは，本文での筆者の日高説批判と対照していただければ明白であろ
う。
だが，このさい簡単に日高説批判を通して展開された山口氏の見解について，筆
者の疑問を若干のべてみたい。なお，詳しい批判は別稿で行う予定である。
第一の問題点は，氏も日高氏と同じように商業資本には産業資本のような技術的
決定条件はないといわれる点にある。商業資本は生産過程で機能する資本ではなく，
流通過程で機能するものであるが故に，商業資本は使用価値生産を行なうものでは
ない。したがって，使用価値生産のための技術的条件と同一意味の技術的条件をも
たない。しかし，商業資本は価値実現（使用価値の実現）を行なうものであり，販
売のための技術的条件をもつている。このための技術的条件とは商品価値実現と流
通時間・流通費用節約のための技術的なものである。しかも，販売の技術的条件は，
一定種類の商品については個々の商業資本の販売競争の結果，社会的に平均的な基
準をもったものとして確定される。この関係は一定の商品を生産するための技術的
条件が個々の産業資本間の競争に媒介されて平均的なものとして確定されることと
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本間の競争を通してであって，商品の売買という商品形態が「社会的実体」
（あらゆる社会に不可欠の原則，あるいは，労働過程）をつかむことによっ
て可能となるのではない。しかも，商品形態が「社会的実体」をつかむとか，
商品形態が全面化するとかという主張は，マルクス主義経済学とはおよそか
けはなれたものである。つまり，資本制社会は生産形態一般という超歴史的
なものが，資本制的な生産形態をとることによって成立したものであって，
ここで商品生産が全般化することはたしかではあるが，しかし，この体制の
本質はこの点にあるのではない。すなわち，この体制の本質は生産過程にお
いて剰余価値が創造されることである。このように資本制社会は労働過程と
いう実体・素材が資本制的生産関係をとったものであり，氏のように商品形
態が「社会的実体」をとらえたものではない。したがって，また，この論証
同じである。ただちがいは，使用値値の生産のための技術的条件か，あるいは，価
値の実現のための技術的条件かということだけである。したがって，商業資本には
産業資本と全く同じ意味の使用価値を生産するという技術的条件はないが，しかし．
販売技術という意味での技術的条件はあるといえよう。
第二の問題点は，氏が産業資本が自ら売買する段階では「流通上の諸費用」（「流
通資本」と純粋流通費用）は，平均利潤を与えられないが．しかし，商業資本が自
立した段階では平均利潤を与えられ，しかも，その根拠は商業資本が流通過程の
「不確定性」を一定程度「確定化」し，その個別，偶然性を「消極化」させ，流通
過程での費用を節約し，間接的に剰余価値の生産の増大に寄与する点にあるといわ
れる点にある。
このように氏の見解は，産業資本が自ら売買する段階では「流通上の諸費用」の
うち純粋流通費用のみが，平均利潤を与えられないとする宇野氏の見解とも，また，
商業資本として自立化する唯一のものである純粋流通費用は，産業資本が自ら売買
する段階でも，また商業資本として自立化する段階でも平均利潤を与えられないと
する日高説ともことなる。しかし，商業利澗の根拠と商業資本の自立化の根拠を同
一視される点では，宇野氏とも，また日高氏とも共通する。
「流通上の諸費用」は産業資本が自ら売買する段階に比べ，その節約の大きさは
商業資本が自立化する段階の方が高いのは明らかであり，ここに商業資本の自立化
の根拠がある。しかし，両段階に節約度のちがいがあるとはいえ，いずれにおいて
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過程は実体から形態へとすすむものであり，宇野シューレのように形態から
実体へとすすむものではない。
さらに，宇野シューレは資本制社会は労働力も商品化された社会である点
を強調されるが，これは資本制社会の本質を流通面でとらえたものであり，
きわめて一面的である。つまり，この本質は生産面での労働者の搾取という
ことである。このように氏も宇野シューレに共通の流通主義的，現象的，均
衡論的，形而上学的，観念的な資本主義観をもっているのである。
さて，第二の点の検討にたちむかおう。氏は前の箇所では宇野氏にたいす
る森下，山口両氏の批判（純粋流通費用は剰余価値を生産する生産資本の追
加とならないので，産業資本が自ら売買する段階では「資本化」されないと
する宇野氏の主張にたいする批判）には賛同された。つまり，宇野氏のこの
も商品価値の実現が行なわれており，これを根拠ににして「流通上の諸費用」にた
いして平均利潤が与えられる。このような筆者の見解はすでに本文で述べたとおり
である。したがって，氏の主張は商業利潤の根拠としての商業資本の価値実現の機
能を軽視される点で誤っている。
また，氏の根拠とされる流通過程の「不確実性」の「消極化」ということは，第
ーの問題点の考察のさいに明らかにしたように，流通過程そのものが産業資本相互
の売買競争によって「確定化」され，平均化され，したがって，氏の論理を認める
としても，根拠そのものが成立しなくなり，この点でも誤っている。
第三の問題点は，商業資本は流通過程の「不確定性」を完全に「確定化」するも
のではなく，ここに信用関係の展開の必然性があるといわれる点にある。
この「不確定性」という意味が商業資本においても，まだ全面的に「流通上の諸
費用」が節約されず，さらに，信用関係の展開によって補足されるということであ
れば，この点にかんするかぎり全く異論はない。しかし，氏の「不確定性」の意味
は流通過程は個別的で平均的な大きさをもたず，この個別性は商業資本によっても
完全に止揚できないということである。したがって，氏の信用関係による「不確定
性」のいっそうの「確定化」，全面的止揚は流通過程の個別性の止揚， すなわち，
その社会化である。このような主張はすでに述べたように，産業資本が自ら売買す
る段階で，すでに平均化，社会化しているとする筆者の見解からは認められない。
では，商業資本から信用関係への展開の必然性は何であろうか。資本の概念を全
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根拠にたいして，森下，山口両氏と同じように批判的態度を示されたが，し
かし，純粋流通費用は偶然的，個別的であり，客観的基準に欠け，したがっ
て，平均利潤を分与されないという宇野氏の別の根拠には，結局的には，賛
同されるのである。この種の主張は正しくないということについて，筆者は
(19) 
すでに批判したが，しかし，ここでもう一度，簡単にくりかえしておこう。
純粋流通費用が平均利潤を与えられる根拠は，この費用が平均的大きさを
もち継起的であるか否かに無関係に，資本制的な商品の価値実現という社会
的，客観的な資本の機能を媒介する売買操作を遂行することである。もちろ
ん，この理論的基礎として，純粋流通費用は資本間の競争に媒介されて，平
均的な大きさをもち，しかも，自己増殖する価値としての資本の自己拡大運
動に規定されて，継起的に支出されるものと想定されているが，しかし，こ
れは利潤の根拠と全く別個の問題である。つまり，流通費用の利潤は個々の
資本間の競争を捨象し，しかも，この大きさを社会的，平均的に一定のもの
と想定したうえで，この社会的機能にもとづいて与えられるのである。
面的に明らかにするには，商業資本の分析だけでは不十分であり，さらに信用関係，
地代等々へと移行することが必要となる。つまり，価値，剰余価値を創造する産業
資本という資本一般の主要なモメントから，価値実現を行なう商業資本という次要
なモメントヘの移行によって，資本の本質的解明は完成せず，したがって，これら
二つの再生産内部で機能する資本の考察から，さらに，再生産から一定程度解放さ
れて機能する，より具体的モメントである利子生み資本へと考察をすすめねばなら
ない。そして，資本の概念とその定在様式（現実形態）との矛盾が，商業資本の分
析から利子生み資本等，信用関係の分析への移行の動力である。ここに移行の不可
避性がある。さらに，この移行を準備するものは商業資本の流通期間，流通費用の
節約による利潤率上昇である。そして，このような必然性をもって展開される信用
関係において，流通期間，流通費用がいっそう節約され，また，ここで社会的遊休
貨幣が集中され，これが貸付られる。ここでは，このような二重の形態をとって資
本の貨殖が促進されることになるが，このことはまた信用関係が包摂された新しい
段階で，より具体的に利潤率均等化が展開されることを意味するのである。
(19)拙稿，「マルクス主義商業論と宇野商業論の亜流」，大阪市大，『経営研究』，第113
号，1971.5,66-7頁。
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また，ここでも一歩譲って，純粋流通費用が平均的な規模と継起的に支出
されるならば，平均利潤を与えられるという氏の主張を認めるとしても，こ
の費用は販売技術を一定とすれば個別資本の販売競争に規定され，その結果，
一定の生産部門の一定の商品について，一定の時点で平均的な大きさをもつ
ものとして規定され，しかも，これは資本の自己運動に規定されて，継起的，
恒常的に支出されるのである。したがって，この費用も一般的利潤率の形成
に参加し，平均利潤を手に入れることができるのである。
以上は産業資本が自ら売買する段階での議論であるが，しかし，氏はさら
に商業資本が自立化する段階でも純粋流通費用の個別性，偶然性は相変わら
ず存続し，したがって，一般的利潤率の形成に参加しないとうような宇野氏
も主張されたことのない， 言わめて独特な見解を展開される。 「『資本論』
では商業資本のもとの従業員に支払う俸給も，産業資本とまったく同じよう
に平均利潤を与えられるものとしているが，このような考えは流通過程のも
つ特殊性を理解していないところから恙ているものといえる。生産過程なら
ば生産手段と労働力を二倍にするならば二倍の生産物が生産されるのである
が，流通過程ならば二倍の設備と従業員を用いたからといって商品の売れゆ
きが二倍になるといえるものではない。販売期間の不確定性から，流通費用
(20) 
の不確定性が最後まで残るのである」。
つまり，氏の主張は，宇野氏が純粋流通費用は産業資本自らが売買する段
階では，偶然的，個別的であり，一般基準がないといわれる点を， さらに
「展開」され，商業資本として自立化する段階でも産業資本が自ら売買する
段階と同じように，何ら一般的基準をもたず，したがって，氏のいわれる純
粋流通費用の自立化した商業資本は，一般的利潤率の形成に参加しえないと
いうことであるが，このような見解は宇野氏も認められた点，すなわち，商業
資本の自立化の段階では流通費用にたいして平均利潤が分与されるという主
(20)日高普，『経済原論』，時潮社， 1964.3,初版， 248頁。
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張をも否定するものである。
このような氏のきわめて特徴的な主張は，純粋流通費用は産業資本が自ら
売買する段階で，すでに商品価値実現を媒介する売買操作という社会的，客
観的機能を果たすことを根拠にして，一般的利潤率の形成に参加するという
私見からすれば，全く認めることはできない。つまり，簡単にいえば，売買
操作は価値実現という機能と不可分離の関係にあるが，この価値実現は産業
資本が自ら売買する段階でもすでになされており，商業資本が自立化する段
階ではじめて出現するものではないが故に，売買操作もすでに産業資本が自
ら売買する段階で行なわれているのである。
このように純粋流通費用が，資本間競争に媒介されて社会的に平均化する
という関係は，商業資本が自立化した段階でも従来と基本的に変わらないと
いうことができよう。しかも，氏は，純粋流通費用はすべて客観的基準を欠
くといわれるばあい，その実例として投機取引をあげられるが，この例はき
わめて不適切である。むしろ，この例としてあげられるのであれば，資本制
的社会の正常で平均的，一般的な販売を引合いにだし，これについて基準が
あるか否かを分析すべきであろう。したがって，投機のようにきわめて特殊
的，例外的なこと（この投機に要する費用は平均利潤を与えられず，その収
益は価格差にもとづくものである。 つまり， 一方の得は他方の損なのであ
る）は，一般的な分析の対象とはなりえず，しかも，この種の例は一般理論
という性格に反するものである。
以上の検討を通して，次のことが明らかになった。すなわち，もし，純粋
流通費用が個別資本の観点から利潤を与えられれば，その総体としての社会
的総資本の銀点からも当然平均利潤を与えられることになろう。つまり，こ
の個別資本とは平均的，典型的な個別であり，この個別資本の性格は，同時
に，総資本の性格にも共通する側面をもち，したがって，純粋流通費用は個別
資本的に利潤を与えられれば，総資本的にも利潤，すなわち，平均利潤を与
えられよう。いいかえれば，これは一般的利潤率の形成に参加するのである。
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したがって，氏も前の箇所で述べられたように，資本間競争によって，ぁ
る個別資本にだけ利潤を与えられるというような，きわめて不合理なことは
なくなるのである。
補説一商業資本による一般的利潤率の補足・修正について
マルクスが商業資本の商品買取資本部分を外的に加えることによって，一
般利潤率の形成を補足・修正している点にたいして，氏は次のように批判さ
れる。 「これはマルクスが，商業資本には商品を生産価格以上に高く売るこ
とで利潤を得るわけではなく，生産価格どおりで売っても，しかも利潤が得
られるのだということを説明するための例であって，その目的は一応達成せ
られたといってよいが，そのためにその目的に間接的には関係があるにして
も直接的に関係のない部分，しかも商業資本の本質の理解にとってきわめて
大切な部分についての設定が不注意になり，甚だしい失敗をおかしてしまっ
たのである。それは商業資本が存在することによって利潤率が20%からかえ
って18彩に低下してしまったことであり，これでは何のために商業資本が自
立したのかわからなくなる。•…••もし商業資本が産業資本における流通資本
の自立化であるとするならば，全社会的にみて商業資本の自立は，産業資本
にただ外部から商業資本が加わって利潤率を下げたものではあるまい。流通
資本の自立以前にすでに産業資本は，その一部に流通資本をかかえ，流通期
間を負担しているのである。もし流通資本が商業資本iこ自立したとしても，
商品の流通期間はかわらないものとし，さらにマルクスの設定にならって流
通費用を無視するならば，産業資本は流通資本の商業資本化によって流通資
本の一部（といっても事実上は大部分であろう）から解放されるのであるか
ら分母が小さくなり，かつ回転を早めることができる。そのことは産業資本
の利潤率を高めるが，形成した剰余価値の一部を商業資本に分与しなければ
ならないということがあるため，プラス・マイナスがゼロとならざるをえな
ぃ。むろんこれで商業資本がなぜ自立するかはいえず，それに加えて商品の
商業利潤の根拠について（加藤） (181) 19 
流通期間が商業資本の自立によって短縮され，流通資本が縮小することをい
わなければ，さらにそれに加えてここで考察の対象から除かれている流通費
用の役割を明らかにしなければ，商業資本の自立の意義は解けない。解けな
いのであるが，少なくともプラス・マイナスをゼロにすることで，商業資本
の根拠が産業資本そのものの内部にあることが説明で吾る。ところがマルク
スのこの説明では，産業資本がはじめから流通資本の負担から免かれており，
そこで高い利潤率が与えられているのに対して，外部から商業資本が加わっ
(21) 
て利潤率を低下させるということになっている」。
このように氏はマルクスは商業資本の介入による平均利潤率の算定の修正
を，産業資本が自ら売買する段階の20%からここでは18%へと低下するもの
として処理しているが，しかし，これだと何故商業資本が自立するのかとい
う意味を見失うことになると批判される。しかし，この批判はあたらない。
マルクスは平均利潤が主要なモメントである産業資本相互の間において，
まず，形成され，ついで，産業資本と相互前提関係にある流通過程において
運動する次要なモメントである商業資本の介入によって，それが修正される
ものとして説いているが，これは抽象的なものから具体的なものへとすすむ
マルクスの方法にとって，必然的なものである。では何故，より抽象的な産
業資本自らが販売する段階を中間に入れ，それから商業資本の自立化にすす
まなかったのかという疑問が当然に生じようが，この疑問は別の箇所で， も
し，商業資本が自立しなければ，もっと平均利潤率は低下するであろうとい
うマルクスの説明で解決されているといえよう。この箇所を引用され，マル
クスはまちがっていないことを氏自身もつぎのように認められる。 「このよ
うに考えると，マルクスが商業資本を外部から追加し，産業資本の利潤率を
低下させたことは，マルクスの本来の考え方からはずれた部分的なまちがい
(21)日高普，「『資本論』における商業資本」，東大，『経済学論集」，第32巻第3号，
1966.10, 20頁。
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(22) 
だったことがわかる」。
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だが，しかし，このように仮りに中間に産業資本が自ら販売する段階をも
うけたとしても，産業資本一般からこの中間項への移行は，マルクスの算式
によれば，利潤率の低下として説明されることになろうが，これは従来の考
察において捨象されていた商品の価値実現（販売）のための資本，費用が考
察にとり入れられ，一方では，全体としての資本総額が増加し，それにもか
かわらず，他方では，剰余価値が増大しないのだから，一般的利潤率が低下
するのは理の当然であり，したがって，このように低下するものとして処理
することは誤りなのではなく，新しいものを考察に加えることから生ずる当
然の帰結なのである。このように，これはマルクスの論理の誤りでもなんで
もないのである。
また，マルクスが純粋流通費用を算入して，一般的利潤率の形成の補足・
修正を行なうさい，この費用を利潤を与えられるものとしただけで処理し，
剰余価値より控除せず，実質的価値追加として処理した点にたいして，氏は
つ苔のように批判される。 「つまり商業資本における純粋の流通費用は，ま
ず第ーに資本の一部をなすものとして利潤率の分母に加算されるべきであり，
第 2に価値も剰余価値も形成しないものであるから生産費用と同様に回収さ
れるものではなく，回収のためには利潤率の分子になる剰余価値のなかから
差引かれなければならないのであるが，マルクスの計算では，この第二の点
が無視されているのである。純粋の流通費用が剰余価値から支出されるほか
はないということを明らかにしたのはほかならぬ『資本論』の第2巻であっ
た。それをここでマルクスが忘却したのは，おそらくかれの商業資本論全体
(23) 
を貫く純粋流通費用の軽視のためにちがいあるまい」。
ここでは等価交換，すなわち，価値通りの交換を前提として論がすすめら
れている。したがって，この部分は明らかにマルクスの誤りであり，この点
(22)同， 21頁。
(23)同， 24頁。
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は氏の指摘されるとおりであるが，しかし，この原因は純粋流通費用の軽視
にあるといわれ，自己に都合のいい解釈を行うことは正しくない。つまり，
この誤りはマルクスの示した原則にしたがって，剰余価値から控除すること
によって計算式を訂正するか，あるいは，ここではまだ剰余価値からの控除
は問題となっておらず，純粋流通費用の一般的利潤率形成への参加のことの
t24) 
みが考察されているというように解釈すれば，ことは解決しよっ。したがっ
て，誤りの指摘は氏のいわれるとうりであるが，しかし，その訂正の仕方は
正しくない。
(24)マルクスのこの箇所の算式の解釈をめぐって，つぎのような諸見解の対立がみら
れる。
まず第一の見解は，マルクスのこの算式はこのままでよいというものであるが，
これは，価値と価格のかい離という論理でこの点を説明する説であり，論者として
井田喜久治氏があげられよう。（参照。「『商業利潤』について」，『立教経済学研究』
第117巻第3号， 1963.7,16頁）。
第二の見解は，等価交換と剰余価値よりの控除という原則にしたがって純粋流通
費用を剰余価値より控除することによって，算式を修正すべきであるとされる説で
あり，論者として宇野弘蔵， 松原昭， 森垣淑， 山口重克の四氏があげられよう。
（参照。宇野弘蔵，「商業資本と商業利潤」， 264頁。松原昭，「マルクスの商業労働
論」，『早稲田商学』，第154号， 1961.9,93頁。森垣淑，「堀江理論は異端の論か」，
『経済往来』，第11巻第2号， 86頁。山口重克，「商業資本と商業利潤』，日， 88頁）。
第三の見解は，マルクスのこの算式は『資本論』の論理に従がえば，明らかに誤
りであるが，しかし，このような誤りは，むしろ，マルクスの商業労働の性格規定
に問題があるとされて，商業労働，すなわち，生産的労働というように『資本論』
の論理を根本的にくつがえされる説であり，この論者として，故柳昌平，堀江忠雄
の両氏があげられよう。（参照。柳昌平，「商業労働と商業利潤」，埼玉大，『社会科
学論集』，第7号， 1961.10,7-20頁。堀江忠雄，「労働価値説と国民所得論」，『経
済往来』，昭和33年10月号）。
第四の見解は，マルクスの算式の誤りをすなおに認め，この段階における『資本
論』の論理的原則，すなわち，等価交換と純粋流通費用の剰余価格からの控除，に
従って修正するか，あるいは，この箇所では，純粋流通費用の一般的利潤率の形成
への参加のみが問題とされており，ここではこの費用の剰余価値からの控除はいち
おう捨象されているとして，マルクスの算式をそのままにして合理的な説明を与え
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ようとする説である。この見解の主唱者として．デ・イ・ローゼンベルグ，森下二
次也氏があげられよう。 （参照。・デ・イ・ローゼンベルグ，宇高基輔，副島種典訳，
『資本論注解』． 4,青木書店． 1962.8,初版， 238ー9頁。 森下二次也，「マルクス
商業理論の基本問題」，大阪市大．『経済学離誌』，第45巻第2号， 1961年8月， 58-
9頁）。
『資本論』のこの箇所の解釈をめぐって，基本的に以上四つの見解が対立してい
る。これらの見解のうち．とくに第一のものと第三のものには強い疑義をいだくも
のであるが，しかしこれらに対する検討は，紙幅と論点との関係上ここでは割愛せ
ざるをえない。
